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法人単位資金収支計算書
第一号第一様式

(自)平成31年 4月 1日(至)令和 2年 3月31日

(単位:円)

備考差異(A)-(B)決算(B)予算(A)勘定科目

△2,063,606

0

△2,063,606

0

△47,620

48,495

1,410

47,085

875

875

△86,152

86,152

2,974

22,402

63,750

0

△1,929,834

2,130,722

700

662,315

387,439

476,462

603,806

200,888

32,277

3,701

56,000

64,813

44,097

73,938,491

98,376,885

△24,438,394

―

1,945,620

4,219,505

2,356,590

1,862,915

6,165,125

6,165,125

△14,822,848

14,822,848

541,026

803,898

14,018,950

△11,561,166

228,076,278

300

81,579,685

12,859,561

8,194,538

125,442,194

216,515,112

2,323,723

2,299

54,000

129,246,187

84,888,903

71,874,885

98,376,885

△26,502,000

0

1,898,000

4,268,000

2,358,000

1,910,000

6,166,000

6,166,000

△14,909,000

14,909,000

544,000

826,300

14,082,700

0

△13,491,000

230,207,000

1,000

82,242,000

13,247,000

8,671,000

126,046,000

216,716,000

2,356,000

6,000

110,000

129,311,000

84,933,000

支
出

収
入

そ
の
他
の
活
動
に
よ
る
収
支

支
出

収
入

施
設
整
備
等
に
よ
る
収
支

支
出

収
入事

業
活
動
に
よ
る
収
支

当期末支払資金残高(11)+(12)

前期末支払資金残高(12)

当期資金収支差額合計(11)=(3)+(6)+(9)-(10)

予備費支出(10)

その他の活動資金収支差額(9)=(7)-(8)

その他の活動支出計(8)

その他の活動による支出

積立資産支出

その他の活動収入計(7)

積立資産取崩収入

施設整備等資金収支差額(6)=(4)-(5)

施設整備等支出計(5)

リース債務返済支出

ファイナンス･リース債務の返済支出

固定資産取得支出

施設整備等収入計(4)

事業活動資金収支差額(3)=(1)-(2)

事業活動支出計(2)

流動資産評価損等による資金減少額

就労支援事業支出

事務費支出

事業費支出

人件費支出

事業活動収入計(1)

その他の収入

受取利息配当金収入

経常経費寄附金収入

障害福祉サービス等事業収入

就労支援事業収入



(単位:円)

(自)平成31年 4月 1日(至)令和 2年 3月31日

第一号第三様式

社会福祉事業区分 資金収支内訳表

セルプ新南陽セルプ周陽周陽会 本部会計勘定科目

20,825,16951,990,560439,291

19,897,72378,038,960440,202

927,446△26,048,400△911

△6,528,035△18,015,05921,488,714

6,693,16024,015,059219,876

2,356,590

6,260,92120,447,669

432,2391,210,800219,876

165,1256,000,00021,708,590

21,708,590

165,1256,000,000

△528,120△9,820,928△173,800

528,1209,820,928173,800

541,026

272,160531,738

255,9609,289,190173,800

7,983,6011,787,587△21,315,825

54,795,490151,600,83321,663,415

300

18,776,11462,803,571

2,559,7645,888,4964,394,761

2,688,1685,506,370

30,771,44477,402,09617,268,654

62,779,091153,388,420347,590

135,4391,842,130346,154

1137391,436

50,0004,000

43,128,70686,117,481

19,464,83365,424,070

支
出

収
入

そ
の
他
の
活
動
に
よ
る
収
支

支
出

収
入

施
設
整
備
等
に
よ
る
収
支

支
出

収
入事

業
活
動
に
よ
る
収
支

当期末支払資金残高(10)+(11)

前期末支払資金残高(11)

当期資金収支差額合計(10)=(3)+(6)+(9)

その他の活動資金収支差額(9)=(7)-(8)

その他の活動支出計(8)

その他の活動による支出

拠点区分間繰入金支出

積立資産支出

その他の活動収入計(7)

拠点区分間繰入金収入

積立資産取崩収入

施設整備等資金収支差額(6)=(4)-(5)

施設整備等支出計(5)

リース債務返済支出

ファイナンス･リース債務の返済支出

固定資産取得支出

施設整備等収入計(4)

事業活動資金収支差額(3)=(1)-(2)

事業活動支出計(2)

流動資産評価損等による資金減少額

就労支援事業支出

事務費支出

事業費支出

人件費支出

事業活動収入計(1)

その他の収入

受取利息配当金収入

経常経費寄附金収入

障害福祉サービス等事業収入

就労支援事業収入



(単位:円)

(自)平成31年 4月 1日(至)令和 2年 3月31日

第一号第三様式

社会福祉事業区分 資金収支内訳表

内部取引消去合計新規事業準備室勘定科目

073,938,491683,471

98,376,885

0△24,438,394683,471

01,945,6205,000,000

△26,708,59030,928,095

2,356,590

△26,708,59026,708,590

1,862,915

△26,708,59032,873,7155,000,000

△26,708,59026,708,5905,000,000

6,165,125

△14,822,848△4,300,000

14,822,8484,300,000

541,026

803,898

14,018,9504,300,000

△11,561,166△16,529

228,076,27816,540

300

81,579,685

12,859,56116,540

8,194,538

125,442,194

216,515,11211

2,323,723

2,29911

54,000

129,246,187

84,888,903

支
出

収
入

そ
の
他
の
活
動
に
よ
る
収
支

支
出

収
入

施
設
整
備
等
に
よ
る
収
支

支
出

収
入事

業
活
動
に
よ
る
収
支

当期末支払資金残高(10)+(11)

前期末支払資金残高(11)

当期資金収支差額合計(10)=(3)+(6)+(9)

その他の活動資金収支差額(9)=(7)-(8)

その他の活動支出計(8)

その他の活動による支出

拠点区分間繰入金支出

積立資産支出

その他の活動収入計(7)

拠点区分間繰入金収入

積立資産取崩収入

施設整備等資金収支差額(6)=(4)-(5)

施設整備等支出計(5)

リース債務返済支出

ファイナンス･リース債務の返済支出

固定資産取得支出

施設整備等収入計(4)

事業活動資金収支差額(3)=(1)-(2)

事業活動支出計(2)

流動資産評価損等による資金減少額

就労支援事業支出

事務費支出

事業費支出

人件費支出

事業活動収入計(1)

その他の収入

受取利息配当金収入

経常経費寄附金収入

障害福祉サービス等事業収入

就労支援事業収入



(単位:円)

(自)平成31年 4月 1日(至)令和 2年 3月31日

第一号第三様式

社会福祉事業区分 資金収支内訳表

事業区分合計勘定科目

73,938,491

98,376,885

△24,438,394

1,945,620

4,219,505

2,356,590

0

1,862,915

6,165,125

0

6,165,125

△14,822,848

14,822,848

541,026

803,898

14,018,950

△11,561,166

228,076,278

300

81,579,685

12,859,561

8,194,538

125,442,194

216,515,112

2,323,723

2,299

54,000

129,246,187

84,888,903

支
出

収
入

そ
の
他
の
活
動
に
よ
る
収
支

支
出

収
入

施
設
整
備
等
に
よ
る
収
支

支
出

収
入事

業
活
動
に
よ
る
収
支

当期末支払資金残高(10)+(11)

前期末支払資金残高(11)

当期資金収支差額合計(10)=(3)+(6)+(9)

その他の活動資金収支差額(9)=(7)-(8)

その他の活動支出計(8)

その他の活動による支出

拠点区分間繰入金支出

積立資産支出

その他の活動収入計(7)

拠点区分間繰入金収入

積立資産取崩収入

施設整備等資金収支差額(6)=(4)-(5)

施設整備等支出計(5)

リース債務返済支出

ファイナンス･リース債務の返済支出

固定資産取得支出

施設整備等収入計(4)

事業活動資金収支差額(3)=(1)-(2)

事業活動支出計(2)

流動資産評価損等による資金減少額

就労支援事業支出

事務費支出

事業費支出

人件費支出

事業活動収入計(1)

その他の収入

受取利息配当金収入

経常経費寄附金収入

障害福祉サービス等事業収入

就労支援事業収入



第二号第一様式

(単位:円)

(自)平成31年 4月 1日(至)令和 2年 3月31日

法人単位事業活動計算書

増減(A)-(B)前年度決算(B)当年度決算(A)勘定科目

△14,919,063149,547,178134,628,115

△14,000,00020,000,0006,000,000

△919,063129,547,178128,628,115

854,761148,692,417149,547,178

△1,773,824△19,145,239△20,919,063

2,883,628△2,883,629△1

△2,883,6282,883,6291

△2,883,6282,883,628

011

000

△4,657,452△16,261,610△20,919,062

△2,960,1325,286,1542,326,022

△2,960,1325,286,1542,326,022

△2,961,0335,284,7562,323,723

9011,3982,299

△1,697,320△21,547,764△23,245,084

9,157,517228,276,657237,434,174

300300

0△1,861,191△1,861,191

1,216,4645,393,3526,609,816

△812,22286,921,38886,109,166

△2,767,40415,626,96512,859,561

△2,755,03710,949,5758,194,538

14,275,416111,246,568125,521,984

7,460,197206,728,893214,189,090

△26,00080,00054,000

7,958,592121,287,595129,246,187

△472,39585,361,29884,888,903

繰
越
活
動
増
減
差
額
の
部

費
用

収
益

特
別
増
減
の
部

費
用

収
益

サ
ー
ビ
ス
活
動
外
増
減
の
部

費
用

収
益

サ
ー
ビ
ス
活
動
増
減
の
部

次期繰越活動増減差額(17)=(13)+(14)+(15)-(16)

その他の積立金積立額(16)

その他の積立金取崩額(15)

基本金取崩額(14)

当期末繰越活動増減差額(13)=(11)+(12)

前期繰越活動増減差額(12)

当期活動増減差額(11)=(7)+(10)

特別増減差額(10)=(8)-(9)

特別費用計(9)

その他の特別損失

固定資産売却損･処分損

特別収益計(8)

経常増減差額(7)=(3)+(6)

サービス活動外増減差額(6)=(4)-(5)

サービス活動外費用計(5)

サービス活動外収益計(4)

その他のサービス活動外収益

受取利息配当金収益

サービス活動増減差額(3)=(1)-(2)

サービス活動費用計(2)

徴収不能額

国庫補助金等特別積立金取崩額

減価償却費

就労支援事業費用

事務費

事業費

人件費

サービス活動収益計(1)

経常経費寄附金収益

障害福祉サービス等事業収益

就労支援事業収益



(単位:円)

(自)平成31年 4月 1日(至)令和 2年 3月31日

第二号第三様式

社会福祉事業区分 事業活動内訳表

セルプ新南陽セルプ周陽周陽会 本部会計勘定科目

27,750,258101,940,778△46,392

6,000,000

27,750,25895,940,778△46,392

28,199,917121,629,059△281,798

△449,659△25,688,281235,406

△6,260,921△20,447,67021,708,590

6,260,92120,447,670

6,260,92120,447,669

1

21,708,590

21,708,590

5,811,262△5,240,611△21,473,184

135,5521,842,869347,590

135,5521,842,869347,590

135,4391,842,130346,154

1137391,436

5,675,710△7,083,480△21,820,774

56,967,829158,629,03121,820,774

300

△1,861,191

1,231,1285,364,20514,483

20,130,21165,978,955

2,559,7645,888,4964,394,761

2,688,1685,506,370

30,358,55877,751,89617,411,530

62,643,539151,545,551

50,0004,000

43,128,70686,117,481

19,464,83365,424,070

繰
越
活
動
増
減
差
額
の
部

費
用

収
益

特
別
増
減
の
部

費
用

収
益

サ
ー
ビ
ス
活
動
外
増
減
の
部

費
用

収
益

サ
ー
ビ
ス
活
動
増
減
の
部

次期繰越活動増減差額(17)=(13)+(14)+(15)-(16)

その他の積立金積立額(16)

その他の積立金取崩額(15)

基本金取崩額(14)

当期末繰越活動増減差額(13)=(11)+(12)

前期繰越活動増減差額(12)

当期活動増減差額(11)=(7)+(10)

特別増減差額(10)=(8)-(9)

特別費用計(9)

拠点区分間繰入金費用

固定資産売却損･処分損

特別収益計(8)

拠点区分間繰入金収益

経常増減差額(7)=(3)+(6)

サービス活動外増減差額(6)=(4)-(5)

サービス活動外費用計(5)

サービス活動外収益計(4)

その他のサービス活動外収益

受取利息配当金収益

サービス活動増減差額(3)=(1)-(2)

サービス活動費用計(2)

徴収不能額

国庫補助金等特別積立金取崩額

減価償却費

就労支援事業費用

事務費

事業費

人件費

サービス活動収益計(1)

経常経費寄附金収益

障害福祉サービス等事業収益

就労支援事業収益



(単位:円)

(自)平成31年 4月 1日(至)令和 2年 3月31日

第二号第三様式

社会福祉事業区分 事業活動内訳表

内部取引消去合計新規事業準備室勘定科目

0134,628,1154,983,471

6,000,000

0128,628,1154,983,471

149,547,178

0△20,919,0634,983,471

0△15,000,000

△26,708,59026,708,591

△26,708,59026,708,590

1

△26,708,59026,708,5905,000,000

△26,708,59026,708,5905,000,000

△20,919,062△16,529

2,326,02211

2,326,02211

2,323,723

2,29911

△23,245,084△16,540

237,434,17416,540

300

△1,861,191

6,609,816

86,109,166

12,859,56116,540

8,194,538

125,521,984

214,189,090

54,000

129,246,187

84,888,903

繰
越
活
動
増
減
差
額
の
部

費
用

収
益

特
別
増
減
の
部

費
用

収
益

サ
ー
ビ
ス
活
動
外
増
減
の
部

費
用

収
益

サ
ー
ビ
ス
活
動
増
減
の
部

次期繰越活動増減差額(17)=(13)+(14)+(15)-(16)

その他の積立金積立額(16)

その他の積立金取崩額(15)

基本金取崩額(14)

当期末繰越活動増減差額(13)=(11)+(12)

前期繰越活動増減差額(12)

当期活動増減差額(11)=(7)+(10)

特別増減差額(10)=(8)-(9)

特別費用計(9)

拠点区分間繰入金費用

固定資産売却損･処分損

特別収益計(8)

拠点区分間繰入金収益

経常増減差額(7)=(3)+(6)

サービス活動外増減差額(6)=(4)-(5)

サービス活動外費用計(5)

サービス活動外収益計(4)

その他のサービス活動外収益

受取利息配当金収益

サービス活動増減差額(3)=(1)-(2)

サービス活動費用計(2)

徴収不能額

国庫補助金等特別積立金取崩額

減価償却費

就労支援事業費用

事務費

事業費

人件費

サービス活動収益計(1)

経常経費寄附金収益

障害福祉サービス等事業収益

就労支援事業収益



(単位:円)

(自)平成31年 4月 1日(至)令和 2年 3月31日

第二号第三様式

社会福祉事業区分 事業活動内訳表

事業区分合計勘定科目

134,628,115

6,000,000

128,628,115

149,547,178

△20,919,063

△1

1

0

1

0

0

△20,919,062

2,326,022

2,326,022

2,323,723

2,299

△23,245,084

237,434,174

300

△1,861,191

6,609,816

86,109,166

12,859,561

8,194,538

125,521,984

214,189,090

54,000

129,246,187

84,888,903

繰
越
活
動
増
減
差
額
の
部

費
用

収
益

特
別
増
減
の
部

費
用

収
益

サ
ー
ビ
ス
活
動
外
増
減
の
部

費
用

収
益

サ
ー
ビ
ス
活
動
増
減
の
部

次期繰越活動増減差額(17)=(13)+(14)+(15)-(16)

その他の積立金積立額(16)

その他の積立金取崩額(15)

基本金取崩額(14)

当期末繰越活動増減差額(13)=(11)+(12)

前期繰越活動増減差額(12)

当期活動増減差額(11)=(7)+(10)

特別増減差額(10)=(8)-(9)

特別費用計(9)

拠点区分間繰入金費用

固定資産売却損･処分損

特別収益計(8)

拠点区分間繰入金収益

経常増減差額(7)=(3)+(6)

サービス活動外増減差額(6)=(4)-(5)

サービス活動外費用計(5)

サービス活動外収益計(4)

その他のサービス活動外収益

受取利息配当金収益

サービス活動増減差額(3)=(1)-(2)

サービス活動費用計(2)

徴収不能額

国庫補助金等特別積立金取崩額

減価償却費

就労支援事業費用

事務費

事業費

人件費

サービス活動収益計(1)

経常経費寄附金収益

障害福祉サービス等事業収益

就労支援事業収益



(単位:円)

令和 2年 3月31日現在

第三号第一様式

法人単位貸借対照表

増減前年度末当年度末増減前年度末当年度末

負債の部資産の部

△6,300,116流動負債 14,632,402 20,932,518△27,637,538110,359,59182,722,053流動資産

△3,535,091事業未払金 8,380,477 11,915,568△27,921,42684,849,99556,928,569現金預金

△262,872１年以内返済予定リース債務 510,840 773,712△275,0001,619,0771,344,077現金

△1,220,100１年以内支払予定長期未払金 0 1,220,10051,07272,526123,598現金／本部

335,947職員預り金 403,085 67,138△243,7301,168,226924,496現金／ｾﾙﾌﾟ周陽

△1,618,000賞与引当金 5,338,000 6,956,000△82,342378,325295,983現金／ｾﾙﾌﾟ新南陽

△27,646,42683,230,91855,584,492普通預金

△1,435,3092,484,4731,049,164普通預金／本部

△25,475,42265,451,38239,975,960普通預金／ｾﾙﾌﾟ周陽

△1,419,16615,295,06313,875,897普通預金／ｾﾙﾌﾟ新南陽

683,471683,471普通預金／新規事業準備室

△141,94225,509,59625,367,654事業未収金

46,00046,000未収補助金

379,8300379,830前払費用

1,156,764固定負債 15,188,084 14,031,320△918,045133,440,533132,522,488固定資産

△541,026リース債務 127,710 668,736△1,265,41475,826,42374,561,009基本財産

△541,026リース債務／ｾﾙﾌﾟ周陽 127,710 668,736031,448,12431,448,124土地

1,697,790退職給付引当金 15,060,374 13,362,5842,494,800131,051,460133,546,260建物

△5,143,352負債の部合計 29,820,486 34,963,838△3,760,214△87,673,161△91,433,375建物減価償却累計額

純資産の部01,000,0001,000,000定期預金

0基本金 13,097,000 13,097,000347,36957,614,11057,961,479その他の固定資産

0第１号基本金 11,097,000 11,097,00001,657,8001,657,800建物

0第３号基本金 2,000,000 2,000,000△184,140△138,105△322,245建物減価償却累計額

△2,493,168国庫補助金等特別積立金 21,997,940 24,491,10806,235,8606,235,860構築物

△6,000,000その他の積立金 15,701,000 21,701,000△541,251△3,527,676△4,068,927構築物減価償却累計額

0人件費積立金 1,000,000 1,000,0003,749,40027,101,34230,850,742機械及び装置

0修繕積立金 500,000 500,000△1,770,782△20,968,842△22,739,624機械及び装置減価償却累計額

0備品等購入積立金 500,000 500,000829,3528,595,1599,424,511車輌運搬具

△6,000,000施設・設備整備積立金 13,501,000 19,501,000△1,545,996△4,101,384△5,647,380車輌運搬具減価償却累計額

0生活支援事業積立金 200,000 200,0002,349,75042,593,55044,943,300器具及び備品

△14,919,063次期繰越活動増減差額 134,628,115 149,547,178△2,753,058△37,246,940△39,999,998器具及び備品減価償却累計額

△1,773,824(うち当期活動増減差額) △20,919,063 △19,145,2394,300,0004,300,000建設仮勘定

△700,0021,410,534710,532有形リース資産

084,98484,984権利



(単位:円)

令和 2年 3月31日現在

第三号第一様式

法人単位貸借対照表

増減前年度末当年度末増減前年度末当年度末

純資産の部資産の部

△221,832828,054606,222ソフトウェア

1,697,79013,362,58415,060,374退職給付引当資産

01,000,0001,000,000人件費積立資産

0500,000500,000修繕積立資産

0500,000500,000備品等購入積立資産

△6,000,00019,501,00013,501,000施設・設備整備積立資産

0200,000200,000生活支援事業積立資産

1,136,4901,136,490長期前払費用

△23,412,231純資産の部合計 185,424,055 208,836,2861,64826,19027,838その他の固定資産

△28,555,583負債及び純資産の部合計 215,244,541 243,800,124△28,555,583243,800,124215,244,541資産の部合計



(単位:円)

令和 2年 3月31日現在

第三号第三様式

社会福祉事業区分 貸借対照表内訳表

セルプ新南陽セルプ周陽周陽会 本部会計勘定科目

6,454,30220,693,6912,672,493

3,378,16910,443,0311,239,174

127,710

0127,710

3,378,16910,570,7411,239,174

850,0003,843,000645,000

00403,085

0510,840

2,226,1335,769,110385,234

3,076,13310,122,9501,433,319

34,362,976172,271,9933,626,101

9,12018,718

1,136,490

200,000

13,501,000

500,000

500,000

1,000,000

3,378,16910,443,0311,239,174

524,14282,080

84,984

0710,532

△754,972△39,230,543△14,483

2,117,25642,652,244173,800

△2,790,707△2,856,673

5,283,6804,140,831

△1,913,717△20,825,907

3,756,05627,094,686

△77,868△3,991,059

444,9605,790,900

△322,245

1,657,800

11,311,67440,951,3141,398,491

1,000,000

△91,433,375

0133,546,260

31,448,124

073,561,0091,000,000

11,311,674114,512,3232,398,491

1,000378,830

21,16024,840

8,857,26216,455,54454,848

13,875,897

39,975,960

1,049,164

13,875,89739,975,9601,049,164

295,983

924,496

123,598

295,983924,496123,598

14,171,88040,900,4561,172,762

23,051,30257,759,6701,227,610

負債の部合計

退職給付引当金

リース債務／ｾﾙﾌﾟ周陽

リース債務

固定負債

賞与引当金

職員預り金

１年以内返済予定リース債務

事業未払金

流動負債

資産の部合計

その他の固定資産

長期前払費用

生活支援事業積立資産

施設・設備整備積立資産

備品等購入積立資産

修繕積立資産

人件費積立資産

退職給付引当資産

ソフトウェア

権利

有形リース資産

建設仮勘定

器具及び備品減価償却累計額

器具及び備品

車輌運搬具減価償却累計額

車輌運搬具

機械及び装置減価償却累計額

機械及び装置

構築物減価償却累計額

構築物

建物減価償却累計額

建物

その他の固定資産

定期預金

建物減価償却累計額

建物

土地

基本財産

固定資産

前払費用

未収補助金

事業未収金

普通預金／新規事業準備室

普通預金／ｾﾙﾌﾟ新南陽

普通預金／ｾﾙﾌﾟ周陽

普通預金／本部

普通預金

現金／ｾﾙﾌﾟ新南陽

現金／ｾﾙﾌﾟ周陽

現金／本部

現金

現金預金

流動資産



(単位:円)

令和 2年 3月31日現在

第三号第三様式

社会福祉事業区分 貸借対照表内訳表

内部取引消去合計新規事業準備室勘定科目

29,820,4860

15,060,374

127,710

127,710

15,188,084

5,338,000

403,085

510,840

8,380,477

14,632,4020

215,244,5414,983,471

27,838

1,136,490

200,000

13,501,000

500,000

500,000

1,000,000

15,060,374

606,222

84,984

710,532

4,300,0004,300,000

△39,999,998

44,943,300

△5,647,380

9,424,511

△22,739,624

30,850,742

△4,068,927

6,235,860

△322,245

1,657,800

57,961,4794,300,000

1,000,000

△91,433,375

133,546,260

31,448,124

74,561,009

132,522,4884,300,000

379,830

46,000

25,367,654

683,471683,471

13,875,897

39,975,960

1,049,164

55,584,492683,471

295,983

924,496

123,598

1,344,0770

56,928,569683,471

82,722,053683,471

負債の部合計

退職給付引当金

リース債務／ｾﾙﾌﾟ周陽

リース債務

固定負債

賞与引当金

職員預り金

１年以内返済予定リース債務

事業未払金

流動負債

資産の部合計

その他の固定資産

長期前払費用

生活支援事業積立資産

施設・設備整備積立資産

備品等購入積立資産

修繕積立資産

人件費積立資産

退職給付引当資産

ソフトウェア

権利

有形リース資産

建設仮勘定

器具及び備品減価償却累計額

器具及び備品

車輌運搬具減価償却累計額

車輌運搬具

機械及び装置減価償却累計額

機械及び装置

構築物減価償却累計額

構築物

建物減価償却累計額

建物

その他の固定資産

定期預金

建物減価償却累計額

建物

土地

基本財産

固定資産

前払費用

未収補助金

事業未収金

普通預金／新規事業準備室

普通預金／ｾﾙﾌﾟ新南陽

普通預金／ｾﾙﾌﾟ周陽

普通預金／本部

普通預金

現金／ｾﾙﾌﾟ新南陽

現金／ｾﾙﾌﾟ周陽

現金／本部

現金

現金預金

流動資産



(単位:円)

令和 2年 3月31日現在

第三号第三様式

社会福祉事業区分 貸借対照表内訳表

事業区分合計勘定科目

29,820,486

15,060,374

127,710

127,710

15,188,084

5,338,000

403,085

510,840

8,380,477

14,632,402

215,244,541

27,838

1,136,490

200,000

13,501,000

500,000

500,000

1,000,000

15,060,374

606,222

84,984

710,532

4,300,000

△39,999,998

44,943,300

△5,647,380

9,424,511

△22,739,624

30,850,742

△4,068,927

6,235,860

△322,245

1,657,800

57,961,479

1,000,000

△91,433,375

133,546,260

31,448,124

74,561,009

132,522,488

379,830

46,000

25,367,654

683,471

13,875,897

39,975,960

1,049,164

55,584,492

295,983

924,496

123,598

1,344,077

56,928,569

82,722,053

負債の部合計

退職給付引当金

リース債務／ｾﾙﾌﾟ周陽

リース債務

固定負債

賞与引当金

職員預り金

１年以内返済予定リース債務

事業未払金

流動負債

資産の部合計

その他の固定資産

長期前払費用

生活支援事業積立資産

施設・設備整備積立資産

備品等購入積立資産

修繕積立資産

人件費積立資産

退職給付引当資産

ソフトウェア

権利

有形リース資産

建設仮勘定

器具及び備品減価償却累計額

器具及び備品

車輌運搬具減価償却累計額

車輌運搬具

機械及び装置減価償却累計額

機械及び装置

構築物減価償却累計額

構築物

建物減価償却累計額

建物

その他の固定資産

定期預金

建物減価償却累計額

建物

土地

基本財産

固定資産

前払費用

未収補助金

事業未収金

普通預金／新規事業準備室

普通預金／ｾﾙﾌﾟ新南陽

普通預金／ｾﾙﾌﾟ周陽

普通預金／本部

普通預金

現金／ｾﾙﾌﾟ新南陽

現金／ｾﾙﾌﾟ周陽

現金／本部

現金

現金預金

流動資産



(単位:円)

令和 2年 3月31日現在

第三号第三様式

社会福祉事業区分 貸借対照表内訳表

セルプ新南陽セルプ周陽周陽会 本部会計勘定科目

34,362,976172,271,9933,626,101

27,908,674151,578,302953,608

△449,659△25,688,281235,406

27,750,258101,940,778△46,392

200,000

13,501,000

500,000

500,000

1,000,000

15,701,000

158,41621,839,524

2,000,0000

10,097,0001,000,000

12,097,0001,000,000

負債及び純資産の部合計

純資産の部合計

(うち当期活動増減差額)

次期繰越活動増減差額

生活支援事業積立金

施設・設備整備積立金

備品等購入積立金

修繕積立金

人件費積立金

その他の積立金

国庫補助金等特別積立金

第３号基本金

第１号基本金

基本金



(単位:円)

令和 2年 3月31日現在

第三号第三様式

社会福祉事業区分 貸借対照表内訳表

内部取引消去合計新規事業準備室勘定科目

0215,244,5414,983,471

0185,424,0554,983,471

0△20,919,0634,983,471

0134,628,1154,983,471

200,000

13,501,000

500,000

500,000

1,000,000

15,701,000

21,997,940

2,000,000

11,097,000

13,097,000

負債及び純資産の部合計

純資産の部合計

(うち当期活動増減差額)

次期繰越活動増減差額

生活支援事業積立金

施設・設備整備積立金

備品等購入積立金

修繕積立金

人件費積立金

その他の積立金

国庫補助金等特別積立金

第３号基本金

第１号基本金

基本金



(単位:円)

令和 2年 3月31日現在

第三号第三様式

社会福祉事業区分 貸借対照表内訳表

事業区分合計勘定科目

215,244,541

185,424,055

△20,919,063

134,628,115

200,000

13,501,000

500,000

500,000

1,000,000

15,701,000

21,997,940

2,000,000

11,097,000

13,097,000

負債及び純資産の部合計

純資産の部合計

(うち当期活動増減差額)

次期繰越活動増減差額

生活支援事業積立金

施設・設備整備積立金

備品等購入積立金

修繕積立金

人件費積立金

その他の積立金

国庫補助金等特別積立金

第３号基本金

第１号基本金

基本金



別紙１

　　エ．新規事業準備室拠点区分

　　　　「新規準備室」

前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

31,448,124 0 0 31,448,124

43,378,299 2,494,800 3,760,214 42,112,885

1,000,000 0 0 1,000,000

75,826,423 2,494,800 3,760,214 74,561,009

　　・建物並び器具及び備品－定額法                                                                  

計算書類に対する注記（法人全体用）

１．継続事業の前提に関する注記

継続事業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況はない。

２．重要な会計方針

（１）固定資産の減価償却の方法                                                                      

該当なし

　　・リース資産                                                                                    

　　　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産                                            

　　　　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっている。                          

　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産                                          

　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。                            

（２）引当金の計上基準                                                                              

　　・退職給付引当金－山口県健康福祉財団の実施する退職共済制度に加入している職員に係る

　　掛金納付額のうち法人の負担額に相当する金額を計上している。

　　・賞与引当金－職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属する額を

　　計上している。

３．重要な会計方針の変更

（３）社会福祉事業における拠点区分別内訳表（第一号第三様式、第二号第三様式、第三号第三様式）

４．法人で採用する退職給付制度

当法人で採用する退職給付制度は以下のとおりである。

（１）社会福祉施設職員等退職手当共済制度

　独立行政法人福祉医療機構の実施する社会福祉施設職員等退職手当共済制度に加入している。

（２）民間退職共済制度

　山口県健康福祉財団の実施する退職共済制度に加入している。

５．法人が作成する計算書類と拠点区分、サービス区分

　当法人の作成する計算書類は、以下のとおりになっている。                                    

（１）法人全体の計算書類（第一号第一様式、第二号第一様式、第三号第一様式）      

（２）事業区分別内訳表（第一号第二様式、第二号第二様式、第三号第二様式）

　　　　　社会福祉事業のみ実施しているため該当なし            

建物

    ア．周陽会本部会計拠点区分

　　　　「周陽会　本部会計」

　　イ．セルプ周陽拠点区分

　　　　「セルプ周陽」

　　ウ．セルプ新南陽拠点区分

　　　　「セルプ新南陽」

６．基本財産の増減の内容及び金額

基本財産の増減の内容及び金額は、以下のとおりである。

（単位：円）

基本財産の種類

土地

基本財産特定預金

合　　計

７．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し

該当なし



　

８．担保に供している資産

該当なし

９．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

該当なし

１０．関連当事者との取引の内容

該当なし

１１．重要な偶発債務

該当なし

１２．重要な後発事象

該当なし

１３．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明らかにするために必要な事
項

令和２年度より始まる事業の為、「新規事業準備室」を開設した。


